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この予算概要に関してお気づきの点がありましたら、財政課財政係までお寄せください。 

栗原市の花 
ニッコウキスゲ 

栗原市の木 
ヤマボウシ 

◎問い合わせ先一覧表

議　 会 上下水道部 築館総合支所

議会事務局 22-1170 水道課 42-1130 市民サービス課 22-1111

下水道課 42-1133 築館・志波姫保健推進室 22-1171

総務部 築館・志波姫教育センター 23-1236

総務課（市役所代表） 22-1122 医療局

人事課 22-1159 医療管理課 21-5631 若柳総合支所

財政課 22-1115 栗原中央病院 21-5330 市民サービス課 32-2121

管財課 22-1116 若柳病院 32-2335 若柳・金成保健推進室 32-2126

税務課 22-1121 栗駒病院 45-2211 若柳・金成教育センター 32-2127

危機対策課 22-1149 高清水診療所 58-2020

医学部設置推進室 22-1122 瀬峰診療所 38-3121 栗駒総合支所

鶯沢診療所 55-3511 市民サービス課 45-2111

企画部 花山診療所 56-2013 栗駒・鶯沢保健推進室 45-2137

企画課 22-1125 文字診療所 － 栗駒・鶯沢教育センター 45-2225

　成長戦略室 22-1125 ※文字診療所は休診中です。

市政情報課 22-1126 教育部 高清水総合支所

行政管理課 22-1127 教育総務課 42-3511 市民サービス課 58-2111

市民協働課 22-1164 学校教育課 42-3512 高清水・瀬峰保健推進室 58-2119

社会教育課 42-3514

市民生活部 文化財保護課 42-3515 一迫総合支所

市民課 22-3211 市民サービス課 52-2111

環境課 22-3350 栗原文化会館 23-1234 一迫・花山保健推進室 52-2130

　クリーンセンター 52-3080 若柳総合文化センター 32-6600 一迫・花山教育センター 52-2115

　くりはら斎苑 22-4121 図書館 21-1403

　衛生センター 33-2301 瀬峰総合支所

福祉事務所 22-1340 消防本部 市民サービス課 38-2111

社会福祉課 22-1340 総務課 22-1191 瀬峰・高清水教育センター 38-2127

　はげまし学園 22-1623 警防課 22-8510

介護福祉課 22-1350 予防課 22-1192 鶯沢総合支所

子育て支援課 22-2360 栗原消防署 22-8511 市民サービス課 55-2111

健康推進課 22-0370 　東分署 32-2621

放射能対策室 22-1172 　北分署 45-2109 金成総合支所

　西出張所 54-2120 市民サービス課 42-1111

産業経済部 　南出張所 59-2119 萩野出張所 44-2001

農林振興課 22-1135

　６次産業推進室 22-1129 会計課 22-1143 志波姫総合支所

畜産園芸課 22-1136 検査室 22-1160 市民サービス課 25-3111

農村整備課 22-1138

田園観光課 22-1151 選挙管理委員会事務局 22-1122 花山総合支所

　ジオパーク推進室 22-1151 市民サービス課 56-2111

　細倉マインパーク 55-3215 監査委員事務局 42-1120

産業戦略課 22-1220

農業政策推進室 22-2178 農業委員会事務局 42-1239

建設部

建設課 22-1152

建築住宅課 22-1153

都市計画課 22-1154

 ※組織改編などにより、電話番号が変わる場合がありますが、その際には「広報くりはら」などで随時お知らせいたします。
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栗原市長 
 

市民のみなさま、こんにちは。市長の佐藤　勇です。

平成１７年４月に全国でも稀にみる１０町村の大型

合併を実施し、震災や合併に伴う様々な課題に対応しな

がら、新市の一体感の醸成に今日まで取り組み１０周年

という節目を迎えることができました。

これまで栗原市が歩んできた経験と英知を結集して、「市民が創る　くらしたい

栗原」の実現に向けて着実にその歩みを進め、さらに、もっと前進するための

「新たな７つの成長戦略｣の目標達成に向けた事業を強力に推進するため、合併後

最大となる予算を編成いたしました。

予算の特色として、栗原の少子化問題は「子は何物にも優る宝」との思いから､

人口増加の要となる子どもと子育て世代を応援するため、新たな市独自の子育て

支援策として、幼稚園でも保育所でも兄弟姉妹がいる場合は、２人目以降を無料

とする拡充策や、幼稚園３年保育の実現。さらに、保育所入所待機児童をゼロに

する取り組みは、築館地区の保育所施設整備事業や、栗駒、志波姫、瀬峰地区の

幼保一体施設整備事業、くわえて、若者の定住促進に向けた宅地分譲や助成事業

など、子育て支援に重点を置いた内容となっております。

また、国の地方創生の動きを的確に捉え､｢プレミアム付商品券事業」や「栗原

市地方版総合戦略」を策定し、地域の実情にあった施策に取り組んでいきます。

今年は、合併１０周年を記念する様々なメモリアルイベントも実施いたしま

すので、市民のみなさまと共にお祝いし楽しみたいと思います。

予算の仕組みや事業内容は、この「栗原市のお金の出所と使い道」をご覧いた

だきたいと思います。

次の時代へ、持続可能な栗原市を目指すため、ご理解とご協力をお願い申し

上げます。

　　平成２７年４月

まれ

 は  じ  め  に 
　◎市の借入額（市債）の推移

(単位:千円)

　※　平成２６年度末及び平成２７年度末は、見込み額です。

資料編

H27-16
増減

一 般 会 計 42,877,287 43,449,163 45,284,486 48,336,060 △ 4,159,210

臨 時 財 政 対 策 債
を 除 く 一 般 会 計

25,522,314 25,378,457 26,669,267 29,512,813 △ 15,568,874

介 護 保 険 特 別 会 計 38,256 19,128 0 0 0

下 水 道 事 業 特 別 会 計 21,904,739 21,345,330 20,994,052 20,636,428 △ 3,169,505

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 2,511,096 2,380,556 2,305,968 2,225,122 △ 590,799

合 併 処 理 浄 化 槽 事 業 特 別 会 計 754,148 852,570 931,987 1,048,944 785,525

宅 地 分 譲 事 業 特 別 会 計 0 0 0 0 △ 32,000

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 5,730,153 5,527,032 5,376,025 5,345,903 △ 3,476,838

診 療 所 特 別 会 計 242,315 222,379 202,469 182,661 △ 38,571

工 業 団 地 整 備 事 業 特 別 会 計 239,600 1,137,800 2,129,200 2,129,200

水 道 事 業 会 計 7,793,605 7,388,074 7,005,886 6,615,632 △ 1,597,681

病 院 事 業 会 計 12,828,157 12,195,034 11,786,576 11,232,859 △ 4,198,173

合 計 94,679,756 93,618,866 95,025,249 97,752,809 △ 14,348,052

臨 時 財 政 対 策 債
を 除 く 合 計

77,324,783 75,548,160 76,410,030 78,929,562 △ 25,757,716

会計区分 平成16年度末 平成17年度末 平成18年度末 平成19年度末 平成20年度末 平成21年度末 平成22年度末 平成23年度末

一 般 会 計 52,495,270 51,454,607 51,793,469 49,179,569 46,798,522 45,204,302 44,514,960 43,137,601

臨 時 財 政 対 策 債
を 除 く 一 般 会 計

45,081,687 42,495,595 41,560,964 37,916,606 34,765,104 31,765,636 29,156,335 26,678,891

介 護 保 険 特 別 会 計 0 0 0 0 0 0 0 57,384

下 水 道 事 業 特 別 会 計 23,805,933 23,134,673 23,317,776 23,233,291 23,124,332 23,048,684 22,778,281 22,370,078

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 2,815,921 2,749,080 2,780,487 2,831,286 2,789,011 2,713,954 2,645,935 2,580,294

合 併 処 理 浄 化 槽 事 業 特 別 会 計 263,419 307,683 358,785 430,523 520,182 551,610 591,294 674,586

宅 地 分 譲 事 業 特 別 会 計 32,000 0 0 0 0 0 0 0

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 8,822,741 8,794,382 8,533,170 8,034,748 7,509,873 7,123,021 6,655,741 6,164,267

診 療 所 特 別 会 計 221,232 222,538 313,367 307,865 301,274 291,816 282,200 262,258

工 業 団 地 整 備 事 業 特 別 会 計

水 道 事 業 会 計 8,213,313 8,944,459 9,657,597 9,455,815 9,282,814 8,794,258 8,501,888 8,163,667

病 院 事 業 会 計 15,431,032 14,555,561 13,585,592 13,572,485 13,958,390 13,565,918 13,096,024 13,200,017

合 計 112,100,861 110,162,983 110,340,243 107,045,582 104,284,398 101,293,563 99,066,323 96,610,152

臨 時 財 政 対 策 債
を 除 く 合 計

104,687,278 101,203,971 100,107,738 95,782,619 92,250,980 87,854,897 83,707,698 80,151,442

市の借金残高は、平成１７年度合併時に全会計で１,１２１億円でした。平成２７年度は、築館地区保育所建設事
業や（仮称）北部給食センター整備事業、栗駒及び志波姫地区幼保一体施設建設事業など、保育・教育環境整備事
業のほか、子育て応援医療費助成や任意予防接種費用助成事業、預かり保育事業など、市民の保健・福祉向上に向
けたソフト事業の財源として借入れを行いますが、合併後１１年間（平成２７年度末）では合併当初時と比べ約１
４３億円の減少となる見込みです。
ただし、この中には「臨時財政対策債(※)」による増加分が約１１４億円含まれており、これを除くと実質的な

借入れの減少額は約２５８億円となる見込みです。
　今後も、新たな借入れは「過疎対策事業債」や「合併特例債」など、償還の一定割合が普通交付税に算入され

る有利なものを選択しながら事業を実施してまいります。

※臨時財政対策債･･･国が地方自治体に対して交付する地方交付税の財源に不足が生じる場合、その穴埋めとして地
方自治体が発行する地方債で、後年度の償還に要する経費は地方交付税で措置される仕組みとなっています。

会計区分 平成24年度末 平成25年度末 平成26年度末 平成27年度末
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１．予算作成にあたって 
  平成２７年度の予算は、本市の目指す「市民が創る くらしたい栗原」の実現に

向けて「もっと前進」するための「新たな７つの成長戦略」を推進し、子育て関連

施設の整備などを積極的に展開しながら、必要な事業を厳選して予算を編成しまし

た。 
  また、記念すべき合併１０年という節目の年であることから、各種記念事業を盛

り込んだ内容としております。 
  新規事業では、待機児童解消のための築館地区保育所建設事業、放射能による汚

染牧草の被覆業務や処理のための調査などを実施し、拡充事業では、若者の定住人

口を増やす宅地分譲事業として、住まいる栗原シェアリングタウン事業や栗駒山麓

ジオパーク構想推進事業に伴うビューポイントの整備、旧くりでん若柳駅跡地を活

用した資料館の整備、レールバイク・くりでん乗車会などを実施してまいります。 
 

２．予算の概要 
  平成２７年度一般会計の当初予算は、 

４７６億円 (対前年度６．５％、２９億円増) 

国民健康保険や介護保険、簡易水道や下水道、診療所などの 

特別会計の当初予算は、９会計合わせると、 

２７３億８，０００万円 (対前年度６．６％、１６億９，１５０万円増) 
水道事業と病院事業の事業会計の当初予算は、２会計合わせると、 

  １１０億９，１００万円（対前年度１０．６％、１３億１，０００万円減） 
すべての会計を合わせると 

  ８６０億７，１００万円（対前年度４．０％、３２億８，１５０万円増） 
になります。 

 
予算をつくる上では、市政の基本的な目標となる、栗原市総合計画の将来像であ

る６つの分野及び平成２６年度の国の補正予算に伴う地域活性化・地域住民生活等

緊急支援交付金事業関係予算、事業会計・特別会計予算に分けて組み立てました。 
  以下、分野ごとに具体的な予算の内容をご説明します。 

平成27年度予算
当初予算

平成26年度予算
当初予算

比　較 伸率（％）
全体の予算額
に占める割合

（％）

４７６億　　　　　　円 ４４７億　　　　　　 円 ２９億　　　　　万円 6.5 55.3

国民健康保険特別会計 （ 事 業勘 定 ） １０２億２，５００万円 ９１億１，５００万円 １１億１，０００万円 12.2 11.9

介 護 保 険 特 別 会 計 ９１億２，８００万円 ８８億８，５００万円 ２億４，３００万円 2.7 10.6

後期高齢者医療特別会計 ９億６，７００万円 ９億７，４５０万円 △７５０万円 △ 0.8 1.1

下 水 道 事 業 特 別 会 計 ３４億３，４００万円 ２７億９，７００万円 ６億３，７００万円 22.8 4.0

農 業 集 落 排水 事業 特別 会計 ２億３，９００万円 ２億２，８００万円 １，１００万円 4.8 0.3

合併処理浄化槽事業特別会計 ４億２，９００万円 ４億１，１００万円 １，８００万円 4.4 0.5

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 １４億８，４００万円 １４億７，２００万円 １，２００万円 0.8 1.7

診 療 所 特 別 会 計 ３億９，４００万円 ３億９，５００万円 △１００万円 △ 0.3 0.5

工業団地整備事業特別会計 １０億８，０００万円 １４億１，１００万円 △３億３，１００万円 △ 23.5 1.2

水 道 事 業 会 計 ２２億８，４００万円 ３０億３，８００万円 △７億５，４００万円 △ 24.8 2.7

病 院 事 業 会 計 ８８億　　７００万円 ９３億６，３００万円 △５億５，６００万円 △ 5.9 10.2

８６０億７，１００万円 ８２７億８，９５０万円 ３２億８，１５０万円 4.0 100.0

※水道事業会計、病院事業会計は収益的支出及び資本的支出額を記載しています。

平成２７年度栗原市各種会計　予算総括表

一 般 会 計

事業
会計

合　　　計

会　　計　　区　　分

特
　
別
　
会
　
計
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◎一般会計歳入歳出の状況

　歳　　入

              

構成比 構成比 伸率

市 税 ６５億９，６５５万円 13.9% ６６億７，７３８万円 15.0% △８，０８３万円 △1.2%

地 方 譲 与 税 ４億３，２００万円 0.9% ４億３，８００万円 1.0% △６００万円 △1.4%

利 子 割 交 付 金 １，０００万円 0.0% １，０００万円 0.0%

配 当 割 交 付 金 ３００万円 0.0% ３００万円 0.0%

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 １００万円 0.0% １００万円 0.0%

地 方 消 費 税 交 付 金 １０億４，８００万円 2.2% ８億　　１００万円 1.8% ２億４，７００万円 30.8%

自 動 車 取 得 税 交 付 金 ８，０００万円 0.2% ８，０００万円 0.2%

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 ４９１万円 0.0% ５６１万円 0.0% △７０万円 △12.4%

地 方 特 例 交 付 金 １，４００万円 0.0% １，４００万円 0.0%

地 方 交 付 税 １９３億１，０００万円 40.6% １９５億５，０００万円 43.7% △２億４，０００万円 △1.2%

普 通 交 付 税 １８２億１，０００万円 38.3% １８６億５，０００万円 41.7% △４億４，０００万円 △2.4%

特 別 交 付 税 １１億　　　　　　 円 2.3% ９億　　　　　　 円 2.0% ２億　　　　　　 円 22.2%

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 １，０００万円 0.0% １，１００万円 0.0% △１００万円 △9.1%

分 担 金 及 び 負 担 金 ２億９，０１１万円 0.6% ３億　　６０３万円 0.7% △１，５９２万円 △5.2%

使 用 料 及 び 手 数 料 ６億３，１２５万円 1.3% ５億９，２０１万円 1.3% ３，９２４万円 6.6%

国 庫 支 出 金 ４０億３，４８９万円 8.5% ３４億３，６８９万円 7.7% ５億９，８００万円 17.4%

県 支 出 金 ３１億８，６３２万円 6.7% ２８億６，８９３万円 6.4% ３億１，７３９万円 11.1%

財 産 収 入 ７，４２１万円 0.2% ６，５９１万円 0.2% ８３０万円 12.6%

繰 入 金 ３２億８，１２９万円 6.9% ３１億８，８２２万円 7.1% ９，３０７万円 2.9%

諸 収 入 １０億６，４６７万円 2.2% １０億８，４３２万円 2.4% △１，９６５万円 △1.8%

市 債 ７５億２，７８０万円 15.8% ５５億６，６７０万円 12.5% １９億６，１１０万円 35.2%

４７６億　　　　　　 円 100.0% ４４７億　　　　　　 円 100.0% ２９億　　　　　　 円 6.5%

　歳　　出（性質別）

              

構成比 構成比 伸率

人 件 費 ７９億６，２８８万円 16.7% ８０億３，７６９万円 18.0% △７，４８１万円 △0.9%

物 件 費 ７１億　　５８６万円 14.9% ６７億２，７０６万円 15.1% ３億７，８８０万円 5.6%

維 持 補 修 費 ７億７，１９８万円 1.6% ８億６，１３７万円 1.9% △８，９３９万円 △10.4%

扶 助 費 ５０億１，３１９万円 10.6% ４８億９，４５５万円 10.9% １億１，８６４万円 2.4%

補 助 費 等 ４７億５，７７６万円 10.0% ５１億１，４３４万円 11.4% △３億５，６５８万円 △7.0%

普 通 建 設 事 業 費 １１５億２，０３３万円 24.2% ８１億３，３８８万円 18.2% ３３億８，６４５万円 41.6%

災 害 復 旧 事 業 費 ２，４００万円 0.1% １，９００万円 0.0% ５００万円 26.3%

公 債 費 ４９億９，４６１万円 10.5% ５３億５，４０４万円 12.0% △３億５，９４３万円 △6.7%

積 立 金 ８，４０８万円 0.2% ８，３３２万円 0.2% ７６万円 0.9%

投 資 及 び 出 資 金 ５億３，７２７万円 1.1% ７億９，５０５万円 1.8% △２億５，７７８万円 △32.4%

貸 付 金 ４億４，３５０万円 0.9% ４億４，３５０万円 1.0%

繰 出 金 ４３億３，４５４万円 9.1% ４１億８，６２０万円 9.4% １億４，８３４万円 3.5%

予 備 費 ５，０００万円 0.1% ５，０００万円 0.1%

４７６億　　　　　　 円 100.0% ４４７億　　　　　　 円 100.0% ２９億　　　　　　 円 6.5%

比　　　　　　較

歳　　出　　合　　計

区　　　　　　分

区　　　　　　分

平成２７年度当初予算

歳　　入　　合　　計

平成２６年度当初予算平成２７年度当初予算

平成２６年度当初予算

比　　　　　　較
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◎一般会計歳入の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市   税－市民税や固定資産税など、市で受け入れているお金 

繰 入 金－特別会計や各基金などから繰り入れるお金

諸 収 入－他の収入科目に当てはまらない収入（預金利子や貸付金元利収入など） 

使 用 料 及－公共施設を使用した時に支払う使用料や住民票を取得する時の手数料など

び 手 数 料 

分 担 金 及－市の事業で特に利益を受ける方から、その受益の範囲で負担していただくお金（保育料など）

び 負 担 金 

財 産 収 入－市が所有する財産を貸し付けたり、売り払いしたことにより生じる収入 

 

自主財源（市が自分の力で得られるお金です） 

地方交付税－国が地方公共団体間の財源不均衡を調整するための交付金（普通交付税、特別交付税） 

市 債－公共施設の建設などの財源として市が借り入れる長期の借入金 

国庫支出金－国が特定の事務・事業に対して交付する負担金や補助金など

県 支 出 金－県が特定の事務・事業に対して交付する負担金や補助金など 

そ の 他－国や県の税金を、各交付金として一定の基準により地方に交付されるお金

（地方特例交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡

所得割交付金、ゴルフ場利用税交付金、交通安全対策特別交付金）

地方譲与税－国が国税を一定の基準によって地方に譲与するお金（自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税）

利子割交付金 1,000 万円 
配当割交付金 300 万円 

株式等譲渡所得割交付金 100 万円 
地方消費税交付金 10 億 4,800 万円 
自動車取得税交付金 8,000 万円 

ゴルフ場利用税交付金 491 万円 
地方特例交付金 1,400 万円 
交通安全対策特別交付金 1,000 万円 

歳 入 

（入るお金） 

476億円 

内  訳 

依存財源 
356 億 6,192 万円 

(74.9％) 

依存財源（国や県の基準に基づいて得られるお金です） 

使用料及び手数料 
6 億 3,125 万円(1.3%) 

分担金及び負担金 

2 億 9,011 万円(0.6%) 

 

諸収入 10 億 6,467 万円 

(2.2%) 

繰入金 32 億 8,129 万円 

(6.9%) 

地方交付税 
193 億 1,000 万円 

(40.6%) 

国庫支出金 

40億3,489万円(8.5%)  

地方譲与税 
4 億 3,200 万円(0.9%) 

県支出金 31 億 8,632 万円(6.7%) 

市債 

75 億 2,780 万円 

(15.8%) 

自主財源 
119 億 3,808 万円 

(25.1％) 

その他 11 億 7,091 万円(2.4%) 

 

市税 
65 億 9,655 万円 

(13.9%) 

財産収入 7,421 万円(0.2%) 
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◎一般会計歳出（性質別）の状況 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

維持補修費     
7 億 7,198 万円 

(1.6%) 

その他 

11億 1,485万円 
(2.3%) 

 

積立金 8,408 万円 

投資及び出資金 5 億 3,727 万円 
貸付金 4 億 4,350 万円 
予備費 5,000 万円 

歳 出 

（使うお金） 

476億円 

内  訳 

人件費 

79 億 6,288 万円 
       （16.7%） 

扶助費 
50 億 1,319 万円 

（10.6%） 

公債費 

49 億 9,461 万円 
（10.5%） 

普通建設事業費 
115 億 2,033 万円 

（24.2%） 

災害復旧事業費 2,400 万円 

(0.1%) 

物件費 
71 億 586 万円 

（14.9%） 

補助費等 
47 億 5,776 万円 

（10.0%） 

その他の経費 

180 億 8,499 万円 

(37.9％) 

投資的経費 

115 億 4,433 万円 

(24.3％) 

義務的経費 

179 億 7,068 万円 

(37.8％) 

物 件 費－委託料、賃金、旅費などの事務的経費

繰 出 金－他の特別会計への繰出などに要する経費

補 助 費 等－さまざまな団体への補助金、負担金、報償費など

維 持 補 修 費－道路や公共施設などの効用を維持するための経費 

そ  の  他－

（投資及び出資金）病院、水道事業会計への出資金など 

（貸 付 金）公益上の目的を持って個人や団体に貸し付ける経費

（積 立 金）特定の目的のために設けられた基金などに積立する経費 

（予 備 費）不測の事態が起きた場合に備えた経費 

その他の経費（義務的経費、投資的経費以外の経費です）

 

普通建設事業費－生活基盤整備のための経費で、主に道路や橋、学校など公共用、公用施設の新増改築などに要する経費

災害復旧事業費－風水害や地震などの自然災害で被害を受けた公共施設を復旧させるための経費

投資的経費（道路や学校など社会基盤の整備に充てる経費です）

 

人 件 費－議員や職員などに支払われる給与などの経費 

扶 助 費－社会保障制度の一環として、児童、高齢者、障害者、生活困窮者を援助するための経費 

公 債 費－市が借り入れた地方債(借入金)の返済に要する経費 

義務的経費（支出が義務付けられている経費です） 

繰出金        
  43 億 3,454 万円 

（9.1%） 
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民生費 
116 億 8,455 万円 

(24.5％)   

衛生費 
50 億 1,760 万円 

(10.5％) 

労働費 1 億 9,376 万円 
(0.4%) 農林水産業費 28 億 6,004 万円 

(6.0%) 

商工費 13 億 8,782 万円 
(2.9%)  

土木費 
48 億 9,497 万円 

(10.3％) 

教育費 
83 億 9,905 万円 

(17.6％) 

公債費  
49 億 9,463 万円 

(10.5％) 

総務費 
54 億 411 万円 

(11.4％)  

◎一般会計歳出（目的別）の状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議会費 3 億 3,029 万円 
(0.7%)     

消防費 
23 億 5,918 万円 

    (5.0%) 

 

【一般会計予算】 

（使うお金） 

476億円 

内  訳 

災害復旧費 
2,400 万円 

(0.1%) 
 

議 会 費－議員の報酬や費用弁償、議会事務局の人件費及び事務経費など議会に関するすべての経費

総 務 費－全般的な管理事務・企画調整事務に要する経費、支所及び出張所の経費、税務に関する経費、戸籍及

び住民基本台帳に関する経費、選挙に関する経費、統計調査に関する経費、監査委員に関する経費、

他の目的区分のいずれにも分別できない経費

民 生 費－市民の社会生活を保障するために必要な経費で、社会福祉、障害者、高齢者、児童福祉、生活保護及

び災害救助関係の経費

衛 生 費－衛生的な生活環境を保つための経費で、伝染病予防費、結核予防費、火葬場費、ごみ処理費、し尿処

理費などの経費 

労 働 費－失業対策及び雇用の拡大などに要する経費

農林水産業費－農業委員会や農林水産業の振興のために要する経費で、農業土木、農業構造改革、園芸振興、畜産振

興、林業振興及び水産業振興などの経費 

商 工 費－商工業振興や観光振興などの経費 

土 木 費－土木関係経費で、主に市道や橋りょうなどの整備や維持管理、住宅の建設や維持管理などの経費 

消 防 費－災害防除、消防活動及び災害が生じた場合に被害を軽減する活動や消防施設整備などの経費 

教 育 費－教育委員会、小・中学校、社会教育、文化財など教育に関するすべての経費 

災 害 復 旧 費－災害によって生じた被害の復旧に要する経費 

公 債 費－市が借り入れた長期・短期の借入金の返済に要する経費 

予 備 費－不測の事態が起きた場合に備えての予算措置 

予備費 5,000 万円 
(0.1%) 
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